
《生衛法第８条》

組合は、組合員の営業に係る老人の福祉その他の地域社会の福祉の増進に関する事業

について組合員に対する指導その他当該事業の実施に資する事業を行う。

営業者組織（生活衛生同業組合）の自主的活動の促進等により、
衛生施設（店舗・施設）の改善向上、経営の健全化（近代化）、
各業の「振興」を通して ①店舗・施設の衛生水準の維持向上

②お客様（利用者・消費者）の利益の擁護

生活衛生関係営業について
（国民の日常生活に極めて密着した営業）

・・・理容、美容、興行、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ、公衆浴場、旅館ホテル、麺類、
氷雪、食肉、飲食、すし、食鳥肉、喫茶、中華、社交、料理（１６業種）

（生衛法の政令は簡易宿泊所、下宿を加えて１８業種を規定）

「環境衛生関係営業の

運営の適正化に関する法律」
「生活衛生関係営業の運営の適正化

及び振興に関する法律」 （平成 １２年 法律名変更～）
（昭和３２年制定～）

《 法律の目的 》

公衆衛生の向上・増進、 国民生活の安定・・我が国の
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